


































The Problems of Business Succession in the Small Business 
- From the Viewpoint of the Non-economic Problems in 


























はシャツ 1 枚」、中国では「3 代目は祖先の田んぼに戻って野良仕事」といわれ、事業承
継の難しさが語られてきた。実際に事業が 2 代目に引き継がれるのが全体の 30%、3 代目
までは 12%である（武井[2010]）。ただ、わが国で 200 年以上存続する会社は 4,000 社近
くあるといわれ、そのほとんどは創業者一族が経営している。『Family Business Magazine』
[2008]において、世界の長寿企業にあげられたわが国の企業は、法師旅館(718 年創業）、
虎屋(1600 年以前)、遠州茶道宗家(1602 年)、竹中工務店(1610 年)、キッコーマン(1630
年)、住友グループ(1630 年)、月桂冠(1637 年)、岡谷鋼機(1669 年)、山本山(1690 年)な
どである。 















－ 2 － 
２ 事業承継をめぐるさまざまな課題 
 















る。その 1 つが倒産・廃業率の高さである。2005 年の倒産件数は 12,998 件であり、その
























 また、図表 2-1 からわかるように、わが国の法人企業経営者全体の平均年齢は、2006


















査と情報』第 601 号、p.1 
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[2007])。 
























 図表 2-2 は、2005 年に行なわれた信金中央金庫総合研究所の｢第 120 回全国中小企業景
気動向調査｣において、企業規模別の後継者として希望する人材をまとめたものである。
従業員数が 1~4 人の企業では、7 割以上が経営者の子どもを後継者として想定・期待して
いる。しかし、企業規模が大きくなればなるほど、経営者が自身の子どもを後継者として
期待する割合は逓減している。そして、従業員数が 200~300 人になると、経営者が子ども









＜図表 2-3 中小企業の特性と事業承継への影響＞ 








































(2005 年版)』によると、子どもが後継者である割合は、5 人以下の企業で 79.87%、6~20










承継の割合は、「20 年以上前」の 9 割強から近年は 6 割強に減少した。特に子どもが承継
する場合は、8 割からその約半分にまで大幅に減少している(東京商工リサーチ[2003])。
このデータが公表されたのが 2003 年であるので、現在とは 10 年の開きがある。したがっ
て、30 年以上前と考えるのが妥当であり、この傾向はさらに強まっていると考えられる。 


























＜図表 2-4 先代経営者の子どもの承継理由＞ 
 
































－ 9 － 
＜図表 2-6 親族内承継と親族外承継のメリット・デメリット＞ 
















と情報』第 601 号、p.5）を一部改 
 
 また、商工総合研究所[2009]がまとめている経営者の子どもへの事業承継のメリットと
デメリットは、図表 2-7 の通りである。 
 
＜図表 2-7 子どもへの事業承継のメリットとデメリット＞ 































































































＜図表 3-1 分類定義と構成比＞ 
 


















 また、『中小企業白書（2007 年版）』（図表 3-2）をみると、わが国の企業全体では「後
継者あり」が約 3 分の 1 強であるが、大企業は半分を超えており、規模が小さくなるほど、
 
＜図表 3-2 後継者の決定状況＞ 
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４）最近 5 年間の業績 






５）今後 10 年間の事業の将来性 




























































































































＜図表 3-3 後継者に必要な資質（3 項目以内複数回答）＞ 
 















＜図表 3-4 後継者教育例とその効果＞ 







































































＜図表 3-5 事業承継の際に想定される問題点（3 項目以内複数回答）＞ 
 


































































 従業員による事業承継のメリットとデメリットについては、図表 3-7 の通りである。こ
れらを踏まえて、従業員への事業承継を進めなければならない。メリットで、経営資源を
見える経営資源と見えない経営資源に分けたが、前者はヒト、モノを主に指し、後者は情
＜図表 3-6 親族外承継の類型＞ 

























＜図表 3-7 従業員が事業承継するメリットとデメリット＞ 






















＜図表 3-8 親族外承継の環境整備＞ 































年間売上高 ： 3.5 億円 
従業者数 ： 約 25 名 
経営者の年齢 ： 66 歳(ヒアリング時)  
ヒアリング日時 2011 年 3 月 8 日 
 株式会社メジャーテックツルミは、1964 年 6 月に鶴見産業(株)(資本金 100 万円)とし
て設立し、翌月に計量器販売登録(第 1653 号)をした。創業者は、現社長の横須賀健治氏
の実父である。先代は日本鋼管で 40 年近く計量部門で測量関係の業務に就き、55 歳で日
本鋼管を定年退職した後に創業した。先代は日本鋼管時代における計量部門の経験と管理
者としての経験から創業を決意した。 






 当社は、1965 年 12 月に事務所・工場を新築した。そして、68 年 8 月に通産大臣から秤
の製造許可が下り、同年 12 月に事務所工場を増築、74 年 12 月には工場の第二次増築を
行った。当時は商社的業務が中心であったが、その後は加工・修理へと業容を拡大した。
84 年 3 月に増資し、資本金を 1,000 万円とし、88 年 2 月には新社屋を新築落成した。元
号が平成になる頃から多くの展示会に出展し、活動も中国を中心にグローバルに転換して
－ 27 － 







 人材面では、現在は経理総務の相談役が、既に 40 年以上経験している番頭的存在であ
る人材、遠縁にあたるが 30 年勤務している人材が在籍している。現社長は、兄、姉、弟









 現常務の横須賀英樹氏は 1999 年に入社した。英樹氏は、現社長の次男であり、1 歳上
に長男(兄)がいる。現社長から見れば、英樹氏は「人なつっこい」性格であるという。英










－ 28 － 
た。その後、次男の入社後は、1 年間現場を経験し、さらには計量教習所(経済産業省所













































年間売上高 ：  約 15 億円 
従業者数 ： 約 50 名 
経営者の年齢 ： 58 歳(ヒアリング時)  
ヒアリング日時：2012 年 2 月 8 日 
 (株)森鐵工所は、タイヤの成型メーカーとして業界では 100%の認知度がある。取引先
は、タイヤ製造メーカーである。 






 現社長は 4 代目であり、創業者、2 代目、3 代目との血のつながりはない。3 代目の娘
が現社長の妻であり、現社長は 3 代目の女婿にあたる。先代社長の森克己氏は、86 歳ま
で社長職にあった。現社長は、愛媛県新居浜市の出身であり、地元の高校卒業後、横浜国












 現社長には 2 女がいるが、長女は秘書から現在では社長室長を勤めている。現在 30 歳












 現在の当社の社員数は約 50 名である。以前はもう少し在職していたが、機械化を進め、
人件費のコストダウンを図った。平均年齢は約 40 歳である。60 歳定年であるが、現在は
79 歳の人を含めて、定年後も継続して雇用している社員が多い。このような人材は、若
い社員の教育係として活躍する。以前は 60 歳時の給与を支払っていたが、年金支給の関
係もあり、個別に相談し対応している。定期採用では、2011 年は 5 人、12 年には 3 名の
新人が入社した。以前は大卒を積極採用した時期もあったが、素直に学び、一人前になる














 人材教育では、経営コンサルタント会社に依頼し、毎月 2 回幹部研修と社員研修を実施
















－ 32 － 
ではなく、リベート社会であるわが国とは異なる面がある。ただ、中国の場合は、非常に
わかりにくく、とらえにくい市場である。 



























 今後は、50 億の売上も見込まれるが、そうなれば社員も 100 名くらい必要になるかも







年間売上高 ：  約 35 億円 
従業者数 ： 約 140 名(正社員 119 名) 
経営者の年齢 ： 56 歳(ヒアリング時)  
ヒアリング日時： 2012 年 2 月 
 中山鉃工所は、現社長の祖父が創業した。創業者は先代社長が 25 歳の時に死去した。
当初は精麦機などを製作していたが、炭鉱に知人がいた関係から今日の業容へと変化した
ようだ。先代社長は 7 人兄弟の一番下であり、5 人が女性であり、長兄が早世したため、

















－ 34 － 
を見るようになり、道路会社などにクラッシャーが売れるようになった。同様の事業は大
手建設機械メーカーなども手がけていたが、当社は日立建機と提携し、事業を拡大させた。
ただ、すぐに市場は飽和し、50 億円あった売上を意図的に 30 億円台に圧縮した。プラン











 現在、社長の長男は 28 歳であり、大学卒業後、青年海外協力隊に参加し、アフリカで
2 年間マラリアの拡大防止に携わった経験をもっている。そして、2011 年に帰国後、入社
を決めていた企業があったが、大震災のためにそれがなくなり、同年 4 月に入社し、シン







ことがほとんどである。毎年 2~3 人を定期採用している。社員の平均年齢は 36 歳である。
平均年収は 530 万円で、当地の公務員よりも多く給与を支払うことを目指している。基本
給は、武雄周辺の相場に合わせているが、ボーナスを 3 回支給するなど、高給である。ま
た、60 歳定年であるが、65 歳までは嘱託で雇用している。年齢構成は 50~55 歳が若干薄
いが、基本的には均等な社員構成となっている。 
 現社長は、オーナー会社になることには、当初身構えがあった。しかし、他の社員から





































いる。SAP や ERP などドイツ製の高いシステムではなく、ユニークな存在になるために
は、やはり自分たちが製作しなければいけない。 
 2011 年 3 月の東日本大震災以降、4 時間以上も太陽光から充電された蓄電池から自社
サーバーを動かすことのできる装置も製作した。昨今の電力不足では、採石場など当社の
取引先企業は、すぐに送電停止の対象となる。そのような企業は自家発電するしかない。













年間売上高 ：  約 40 億円 
従業者数 ： 約 80 名 
経営者の年齢 ： 64 歳(ヒアリング時)  




－ 37 － 
創業者が手がけた天然藍は、初代愛次郞より前の伝四郎が、扱い始めた。 
 創業者の初代愛次郞以降、現在の愛次郞で 4 代目である。さらには 4 代目の長男が入
社している。さらには現社長の孫に男子がおり 6 代目の可能性を期待したい。 
 現在の 4 代目社長は 2 代目社長である祖父から、いろいろと教えを受けた。無意識の
うちにお茶のテイスティングをし、幼い頃からいお茶を学ぶ機会があった。無言の教え
である。また、祖父は非常に気長な人であった。2 代目社長は、文化や芸能への造詣が
深く、早くに引退をして文化芸能活動に取り組んでいた。3 代目の先代社長も 60 代半ば
になる頃に、退職退任をした。世間では会長や顧問として代表権を持ったままであるこ
とが多いが、先代社長は仕事を任せたからには関与しない姿勢を貫いた。 




























 抹茶は、石臼で挽くが、クリーンルームで行っている。実は抹茶は、わずか 1 台の石





















 アメリカでの事業は、足かけ 20 年になる。アメリカ進出は現社長の夢であった。そ
の社長の夢のために長男はサラリーマン生活を離れ、約半年間現地の英会話学校に入学
－ 39 － 
し、語学習得に努めることから始めた。次男は大学卒業後、すぐにアメリカに渡り、最
初の 1 年は長男との二人三脚で歩み始めた。現在ロサンゼルスの販売会社には、6~7 人


























 日本と海外市場の伸長は、日本を 100 とすれば、海外は 130 である。これからも海外
市場の伸びしろは大きい。この成長には海外市場の伸長が貢献している。ただし、現在


















たことはほとんどない。毎年 5~6 人の新入社員がおり、最近は 80 人くらいの社員が在
籍している。 
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(5)事例 5：自動車小売業 
会津三菱自動車販売株式会社 
従業者数 ： 約 30 名 
経営者の年齢 ： 36 歳(ヒアリング時)  
ヒアリング日時：2010 年 2 月 11 日  
 当社は、1978 年に酒造会社宮森酒造から創業した。現在の当社の販売地域は、会津か
ら喜多方地区である。現在の社員数は 29 名で、営業員が 7 人、メカニックが 7 人、フロ
ントが 3 人、他に管理部門の人材がいる。人口 30 万人の商圏である。引き取り納車率が
90％であり、そのうち 70％は来店顧客である。できれば来店顧客を 100％にしたいと考え
ている。営業員月平均販売台数は、新車 3~4 台であり、中古車が 2 台程度である。 
 常務取締役の宮森正芳氏は、地元の高校を卒業後、東京の大学に進み、卒業後、三菱重
工で 3 年間研修した。研修先では、さまざまな場所を経験とした。その後、1999 年 4 月
から関東の三菱自動車販売会社(東神奈川三菱販売)で勤務し、霧が丘店に配属された。帰
郷するまでの 2 年弱の間、自動車販売に従事した。 
 2000 年 7 月に三菱自動車のリコール問題が起こった。ちょうどその問題が起こった後、




リコール問題の影響が、当社にも大きく影響した。そのため、1998 年から 2000 年までは
赤字に見舞われていた。会津三菱ではリコール問題が起こった後、6 人から 3 人に営業職
が減ることもあった。このような状況を打破するために、2002 年 4 月から経営品質に取
り組み始めた。経営品質に取り組み始めたきっかけは、会津経営品質賞を栄川酒造(宮森




簡単な資格)は 7 人に 1 人しか取得しておらず、営業社員も保険知識や JAF などの知識を
持っていなかった。常務はこの状況を何とか改善させたいと考えるようになった。 
 また、経営品質に取り組む以前は、店内も汚れており、サービス工場にはたくさんゴミ







 サービス入庫も、経営品質に取り組み始めて大きく増加した。2004 年度(11,123 台)、
2005 年(10,910)、2006 年(11,634)、2007 年(13,018)、2008 年(13,520)であり、 09 年度も
対前年を超過している。現在の売上比率は、新車(25.3%)、中古車 17.3%、サービス 50.5%、
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ざまな課題や展望について深く掘り下げた。 










































  a)自社株(経営権)の承継対応 
 b)相続財産の承継対応 
②各種税制対応 



















Chandler,D.Jr.[1977], The Visible Hand: The Manegerial Revolution in American Business, 
Harvard University Press, 鳥羽欽一郎・小林袈裟治邦訳[1979]『経営者の時代上巻』東
洋経済新報社 
Chandler, Alfred D.Jr.[1990], Scale and Scope : The Dynamics of Industrial Capitalism, 
Cambridge, Mass. : Harvard University Press, 安部悦生他邦訳[1993]『スケール・アン
ド・スコープ－経営力発展の国際比較』有斐閣 
Denise Kenyon-Rouvinez and John L. Ward[2005],Family Business 1st edition, Palgrave 
Macmillan（富樫直記監訳[2007]『ファミリービジネス 永続の戦略』ダイヤモンド社 
Francois, Crouzet[1995], "Editorial," Enterprises et historie9(September 1995)  
Landes, David S. [2006], "DYNASTIES:Fortunes and Misfortunes of the World's Great Family 
Business",(中谷和男監訳[2007]『ダイナスティ：企業の繁栄と衰亡の命運を分けるも
のとは』PHP 研究所 
Okouchi, Akio and Shigeaki Yasuoka eds.[1984], Family Business in the Era of Industrial 
Growth : Its Ownership and Management, Proceedings of the Fuji Conference, Tokyo : 
University of Tokyo Press ; Kobayashi, Kesaji and Hidemasa Morikawa eds.[1986], 
Development of Managerial Enterprises, Tokyo : University of Tokyo Press; Wary, William 
D.ed.[1989], Managing Industrial Enterprises : Case from Japan's Prewar Experience, 
Cambridge Mass. : Harvard University Press 
Rose, Mary B.[1993], "Beyond Buddenbrooks : the Family Firm and the Managenment of 
Succession in Nineteenth --century Britain," in Brown and Rose eds. 
Rose, Mary B.ed.[1995],Family Business, The International Library of Critical Writings in 
－ 46 － 
Business History Vol.13, Aldershot, UK: Edward Elgar、工藤章[1995]「ドイツ同族企業の








査と情報』第 601 号 
岡田悟[2009]「大阪府における中小企業の事業承継をめぐる動向」『レファレンス』(平成
21 年 4 月号) 
加護野忠男[2003]『日本型資本主義』有斐閣 
加護野忠男[2008] 倉科敏材編『オーナー企業の経営－進化するファミリービジネス－』
中央経済社(初出『学術の動向』日本学術会議、2008 年 1 月) 
倉科敏材[2008]『オーナー企業の経営－進化するファミリービジネス－』中央経済社 
五反田一彦[2006]｢後継者の続柄、事業の将来性で見る｢事業継承ケース別対処法｣」『週刊







渋谷雅弘[2005]｢事業承継税制の現状｣『法学』69 巻 1 号 




関満博[2006]『二代目経営塾』日経 BP 企画 




中小企業庁[2005]『中小企業白書 2005 年版』 
中小企業庁[2006]『中小企業白書 2006 年版』 
中小企業庁[2007]『中小企業白書 2007 年版』 
中小企業庁[2010]『中小企業事業承継ハンドブック（平成 22 年度税制対応版）』 


















山崎信義[2007]｢非上場株式等の相続税の減免措置｣『税務弘報』55 巻 11 号 
吉村典久[2007]『日本の企業統治－神話と実態－』NTT 出版 
